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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは、以下の経営理念に基づき、社会から預かった資産・資源（人・物・金・情報等）を有効に活用し、社会に益を提供し続け、社会に
貢献する必要があることを自覚します。そのために、コーポレートガバナンスの強化を経営の最重要課題の一つとして位置づけ、健全で透明性が
高く、収益力のある効率的な経営を推進することを目的としております。

■経営理念

　私たちは、まごころを込めて親切に応対し、地域社会に貢献します。

　私たちは、社員一人ひとりの幸福、お客様一人ひとりの幸福、そして、あらゆる人々の幸福を願い、笑顔を増やします。

　「スギ薬局グループ コーポレートガバナンスに関する基本方針」については、以下の当社ウェブサイトに掲載しております。

　（https://www.sugi-hd.co.jp/csr/report/index.html）

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

　当社は、コーポレートガバナンス・コードの全ての原則を実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

　2021年6月の改訂後のコードに基づき記載しています。

【原則１－４　政策保有株式】

■取得・保有に関する方針

1．当社は企業価値向上に向けて、戦略上重要な協業及び取引関係の維持発展が認められる場合を除き、原則として政策保有株式を保有しませ
ん。

2．保有する株式については、資本コストやリターンの観点から取締役会又は取締役会に準ずる会議体で実質的な保有意義を検証し、保有意義
の薄れた株式については、段階的に売却を進める方針とします。

3．保有する株式の議決権行使については、当該企業の経営方針を尊重した上で、当社の中長期的な企業価値向上に資するものであるかを議案
毎に確認し、総合的に判断します。

4．当社の株式を保有している企業と、経済合理性を欠くような取引は行いません。また、当該企業から株式の売却の意向が示された場合には、
その売却を妨げません。

■取締役会での検証内容及び保有状況

上記基本方針のもと、取締役会において銘柄ごとに保有意義及び経済合理性の検証を継続的に実施し、売却を進めてまいりました。

当該売却の結果、2026年2月末日時点において、当社が保有する純投資目的以外の上場株式（政策保有株式）は、市場流動性の低い１銘柄のみ
となっております。当該銘柄についても、市場動向を踏まえつつ段階的に売却を継続中であり、完全売却を予定しております。

【原則１－７　関連当事者との取引に関する方針】

　関連当事者との取引にあたっては、企業価値及び株主共同の利益を害することのないよう、以下のとおり定めております。

１．取締役が競業取引及び利益相反取引を行う場合は、当該取引につき重要な事実を開示し、事前に取締役会の承認を得るものとします。なお、
取締役が当該取引を行った場合は、遅滞なく、当該取引についての重要な事実を取締役会に報告するとともに、取引終了後速やかに取締役会へ
報告するものとします。

２．その他の関連当事者との取引のうち、重要な取引については、その取引条件及びその決定方法の妥当性に関して取締役会で審議し決定しま
す。

【補充原則２－４①　多様性の確保】　

　ダイバーシティを念頭に置いた場と機会の創出

　当社グループは、ダイバーシティ（多様性）＆インクルージョン（包摂性＝個々の違いを受け入れ、認め合い、活かしていく）の拡大に向けて、真
剣に取り組んでまいります。

■単身赴任選択制度の導入　　

　2022年度より、リモートワークが可能な社員を対象に、「出張＋リモートワーク」か「単身赴任」を選択できる単身赴任選択制度（CHOISE）を導入
しました。単身赴任によって、制限されてきた家族との関わりや、時間・場所に囚われない多様な働き方を実現し、優秀な人財の確保・育成を推進
していきます。

■人生100年時代を見据えた勤務制度

　正社員は65歳までの定年延長、契約社員、パートナー社員は70歳までの定年延長制度に改定しました。さらに70歳～75歳までは体力・健康面を
踏まえ、短時間勤務のシニアパートナー社員として勤務を可能としました。



■スギスマイル株式会社の活動　　

　企業在籍型職場適応援助者17名、障がい者職業生活相談員35名が、障がいがある方の業務指導や日常のサポートを行い、障がいがある社員
382名が全国12拠点で活躍しています。店舗では巡回清掃や店舗清掃、商品陳列業務を、本社では送付物の仕分けや清掃、商品出荷による物
流支援に携わっています。

■女性管理職比率の向上

　多様なお客様・患者様ニーズに対して、女性社員を含めた多様性のあるアイデア・視点でサービス開発を行うことは、当社グループの持続的成
長にとって欠かせません。そこで、当社グループでは、2029年度末までに「女性管理職比率30％」の目標を達成すべく、人財育成の強化と社内環
境の整備に取り組んでいます。

■産休・育休・短時間勤務制度の充実

　妊娠・出産、育児に関する様々な支援制度を用意し、仕事と育児を両立できる職場環境を目指しています。

　産休・育休の充実に加え、復帰後も働きやすい育児短時間勤務制度を導入しています。中学３年生を終えるまで制度の適用が可能で、育休後も
復帰しやすく、働き続け易い職場環境を創っています。また、女性がさらに活躍できるように、「男性育児休業取得率」の向上にも注力しています。

目標の30％を大きく上回り、さらなる向上を目指しています。

■プラチナくるみん

　株式会社スギ薬局において「基準適合認定一般事業主」の認定事業主マーク（プラチナくるみんマーク）認定を取得しています。

当社の人財の多様性や育成方針については、以下のウェブサイトに掲載している統合報告書にて開示しております。

　　（https://www.sugi-hd.co.jp/csr/report/index.html　）

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】　

　当社は、確定給付型の企業年金を導入しておりません。

　なお、社員の安定的な資産形成のため、確定拠出年金制度を導入しております。

【原則３－１　情報開示の充実】　

（ⅰ）経営理念、経営計画

　　　当社の経営理念については、当報告書Ⅰの1「基本的な考え方」及び以下の当社ウェブサイトをご参照ください。

　　　（https://www.sugi-hd.co.jp/csr/management/index.html　）

　　　当社の中期経営計画については、以下のウェブサイトに掲載している統合報告書にて開示しております。

　　　（https://www.sugi-hd.co.jp/csr/report/index.html　）

　当社では中期経営計画」「成長3.0」のもと、ROE 15%以上を中長期目標として掲げています。具体的な進捗状況、ROIC ツリーに基づく分析、キャ

ピタル・アロケーション方針、無形資産（ DX・人的資本・知的財産等）への投資状況については、統合報告書等において開示します。

　　　　

（ⅱ）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　　　当報告書Ⅰの1「基本的な考え方」をご参照ください。

（ⅲ）取締役会が取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

１．取締役の報酬は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、指名・報酬委員会が審議を行い、取締役会から委任を受けた代表取締役が
決定します。

２．取締役の報酬は、業種を考慮し、適切な比較対象となる他社の報酬等の水準を参照しつつ、適正性を担保します。

３．取締役の報酬は、定額報酬のほかに、事業年度ごとの会社業績にもとづく業績連動報酬及び譲渡制限付株式報酬で構成することにより、当
社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして機能させます。ただし、社外取締役については、その役割と独立性の観点から定額報酬
のみとします。

（ⅳ）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続　

　取締役・監査役候補者と代表取締役以下の経営陣の選任・解任については、取締役会にて会社の業績等の評価を踏まえ、原則として委員の過
半数が社外役員（社外取締役及び社外監査役）で構成される指名・報酬委員会における公正かつ透明性の高い審議をもとに、状況に応じて機動
的に決定します。

　取締役・監査役候補者と代表取締役以下の経営陣の選任は、性別や年齢、国籍の区別なく、それぞれの人格や見識等を十分に考慮した上で、
各々の職務と責任を全うし、取締役候補者・代表取締役以下の経営陣については中長期的な企業価値向上に貢献できる者、監査役候補者につ
いては監査役として必要な見識、高い倫理観、公正さ、誠実さを有する者を選定します。なお、社外役員候補は、会社法上の要件に加え、当社の

「社外役員独立性基準」を充足する者を選定します。また、それぞれの候補者の選任理由については、株主総会の招集通知等で開示します。

　取締役・監査役候補者は、事前に指名・報酬委員会で審議するものとし、監査役候補者は、監査役会の承認を必要とするものとします。

　なお、当社の「社外役員独立性基準」につきましては、当報告書Ⅱの1【独立役員関係】をご参照ください。

（ⅴ）取締役会が取締役・監査役候補の指名を行う際の個々の選解任・指名についての説明　

　個々の取締役及び監査役の選任理由については、「株主総会招集ご通知」にて開示のうえ、以下の当社ウェブサイトに掲載しております。

　（https://www.sugi-hd.co.jp/company/governance/board.html）

（ⅵ）資本コスト・キャピタル・アロケーション・無形資産投資

①資本コスト（WACC）を上回るハードルレートを取締役会で明確化し、ROIC経営を推進します。

②キャピタル・アロケーションの方針と、その背景にある将来キャッシュフロー想定を、毎期取締役会で議論し、統合報告書等において開示しま
す。

③無形資産投資（DX・人的資本・知的財産等）については、経営戦略に基づく取り組みを統合報告書等において開示します。

【補充原則３－１③　サステナビリティについての取り組み等】

　■サステナビリティ委員会・サステナビリティ基本方針　　

　当社は、サステナビリティ経営の推進を目的に、代表取締役社長の諮問機関としてサステナビリティ委員会を設置しております。

また、ＥＳＧ活動の推進を目的として、コーポレートブランディング部にサステナビリティ推進課を設置するとともに、以下の「サステナビリティ基本方
針」の下、５つのテーマと16の重要課題（マテリアリティ）を設定し、マテリアリティ毎に取り組みを推進してまいります。

　「サステナビリティ基本方針」

　スギ薬局グループは、環境と社会の様々な課題に真摯に向き合い、企業活動をとおして、健康で元気な人を増やし、活力ある社会を実現するた
め、

ステークホルダーの皆様と協働し、「地域社会」の持続可能な発展に貢献する企業を目指します。



　「サステナビリティ経営を推進するための５つのテーマと16の重要課題」

　１．健康的なコミュニティ

（１） 手ごろで質の高いヘルスケアサービスへのアクセス向上

（２） 医療の安全性確保と医薬品の適正管理

（３） 生活の利便性向上と地域への支援

（４） 地域の健康教育と患者様支援

（５） 患者様の治療効果の向上

（６） 災害・防犯に対する強靭な社会づくり

　２．サステナブルな取引関係

（１） 商品による豊かな暮らしへの貢献

（２） 商品の安全・安心の確保

（３） 責任あるサプライチェーンマネジメント体制の構築

　３．地球環境への貢献

（１） 脱炭素社会の実現

（２） 循環型社会の実現

　４．健康的な職場環境

（１） 人財の育成

（２） 健康で安全な働き方への改革

（３） 多様な人財の活躍

　５．コーポレートガバナンス

（１） 個人情報保護と情報セキュリティの強化

（２） コーポレートガバナンスの強化

　なお、それぞれの取り組みの詳細につきましては、以下のウェブサイトに掲載する統合報告書にて開示しております。

　（https://www.sugi-hd.co.jp/csr/report/index.html）

■健康経営　

１．健康経営の推進　

　当社グループは、社員の健康増進を経営的な視点で考え、戦略的に「健康経営」に取り組んでいます。「健康経営」に取り組む推進体制を整え、
健康宣言を行い、健康経営戦略MAPを作成しました。スギ薬局グループは経済産業省と日本健康会議が共同で選出する「健康経営優良法人」に
連続で認定されています。さらにホワイト500の認定に向けて取り組みを強化しています。

２．健康経営宣言　

　経営理念（私たちは、社員一人ひとりの幸福、お客様一人ひとりの幸福、そして、あらゆる人々の幸福を願い、笑顔を増やします。）の原点は、社
員の「幸福」を実現することにあります。

　つまり、社員が「健康」で「働きがい」を持って「活き活き」と働くことができれば幸福を感じることができ、地域のお客様をも幸福にすることができ
る、という考えです。

　この考えのもと、健康経営を推進していますが、人生100年時代に突入しようとしている今、社員をはじめ、すべての人々の「健康の維持・増進」
に努めることこそが、地域の「かかりつけ薬局」を自負する当社グループの使命でもあります。

　以上を踏まえて、社員が主体的に健康維持・増進に努め、社員の笑顔で地域の皆さまの笑顔も引き出せるような「健全な職場環境づくり」を推進
することを宣言しております。

３．健康経営推進体制

　健康経営をさらに推進するために、社長を健康経営最高責任者とし、各子会社社長を推進の執行責任者とすることで、より機動的かつ柔軟に対
応していくことができる体制としています。

　なお、健康経営に関する取り組みの詳細につきましては、以下のウェブサイトに掲載する統合報告書にて開示しております。

　（https://www.sugi-hd.co.jp/csr/report/index.html　）

■ＴＣＦＤ提言に基づく情報開示　

　当社グループは、2021年12月に、ＦＳＢ（金融安定理事会）により設立されたＴＣＦＤ（気候関連財務情報開示タスクフォース）の最終報告書の趣
旨に賛同しました。今後は、TCFDが推奨する枠組み（「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標及び目標」）に沿って情報開示を行い、気候変動問
題に対する取り組みを推進し、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

　ＴＣＦＤ提言に基づく情報開示については、以下の当社ウェブサイトをご参照ください。

　（https://www.sugi-hd.co.jp/sustainability/materiality/environment/tcfd.html　）

　その他サステナビリティについての取り組み等の詳細については、当報告書Ⅲの「３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取り組み状況」の
「社内規程等によりステークホルダーの立場の尊重について規定」及び「環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施」、当社ウェブサイト並びに以下の
ウェブサイトに掲載している統合報告書をご参照ください。

　当社ウェブサイト　　(https://www.sugi-hd.co.jp/csr/)

　統合報告書　　　（https://www.sugi-hd.co.jp/csr/report/index.html）

【補充原則４－１①　取締役会から経営陣に対する委任の概要】　

　取締役会は、実効性の高いコーポレートガバナンスの実現を通じて、その監督機能を発揮するとともに、公正な判断により最善の意思決定を行
い、適切に権限を行使することで、持続的な企業価値向上をめざすものとします。

1．取締役会は、法令、定款及び社内規程に基づく経営の重要な意思決定及び業務執行の監督を行います。

2．取締役会は、自社の資本コストを的確に把握した上で、資本コストを上回るハードルレートを設定し、ROIC経営を推進します。また、取締役会
は、経営理念及び外部環境の変化を踏まえた経営戦略や経営計画を策定し、その概要を開示します。策定した経営戦略・経営計画については、
毎年進捗状況等を確認・分析した上で、必要に応じて、事業ポートフォリオの見直しや新たな事業投資、出店及びシステム投資、並びに人材育成
への投資などの経営資源の配分計画を含む修正を行います。

3．取締役会は、成長投資（戦略的M&A、新規事業投資、出店投資等）、無形資産投資（DX・人的資本・知的財産等）、及びM&AのPMI状況を、議
論・決議事項として明確に位置付け、統合的に議論・監督します。

4．取締役会は、キャピタル・アロケーションについて、将来キャッシュフロー予測及び必要手元資金水準を踏まえ、成長投資・財務健全性・株主還
元の優先順位を協議するとともに、配分実績を毎期モニタリングし、定期的に見直します。

5．取締役会は、企業価値拡大に向けて、中期経営計画の成長戦略及び財務戦略、主要各KPIの進捗を継続的にモニタリングし、必要に応じて経
営戦略・経営資源配分の修正を促します。

6. 取締役会は、グループ全体のリスク管理体制の整備・運用状況を監督するとともに、事業戦略・財務戦略上の重要リスクへの対応方針を決議



し、PDCAサイクルによる実効性を確保します。

7.取締役会は、事業子会社等を含む取締役及び経営幹部の発掘と育成を目的とした教育プログラムの策定・運用に主体的に関与する。また、経
営理念や経営戦略等を踏まえ、同プログラムの内容や、同プログラム参加者のその後の配置・登用による育成を含め適切に監督を行います。

8．取締役会は、法令、定款及び社内規程に基づき取締役会で決定すべき事項以外の業務執行について、その意思決定を代表取締役に委任しま
す。

9．取締役及び監査役は、取締役会への出席率として、80%以上を確保します。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準】

　当社の社外取締役の独立性判断基準につきましては、当報告書Ⅱの1【独立役員関係】に記載の「社外役員独立性基準」をご参照ください。

【補充原則４－１０①　任意の仕組みの活用】

　指名・報酬委員会は、取締役及び監査役の選定、並びに取締役及び監査役の報酬制度に関する審議プロセスの透明性と客観性を高めることを
目的として設置しております。

（１） 指名・報酬委員会は、委員３名以上で組織し、原則として、その過半数を社外取締役で構成します。

（２） 指名・報酬委員会の委員は、取締役会の決議により選任します。

（３） 指名・報酬委員会は、取締役会又は監査役会の諮問に基づき、グループ各社の取締役及び監査役の指名に関する次の事項を審議します。

（ア） 株主総会に提出する取締役及び監査役候補選任に関する事項

（イ） 取締役及び監査役候補選任に関する方針・基準に関する事項

（ウ） 上記のほか、取締役会又は監査役会から諮問のあった事項

（４） 指名・報酬委員会は、取締役会又は監査役会の諮問に基づき、株主総会で決議された報酬制度及び報酬限度額の範囲内で、取締役及び監

査役の報酬に関する次の事項を審議します。

（ア） 取締役及び監査役の個別報酬に関する事項

（イ） 取締役及び監査役の報酬制度・水準の変更に関する事項

（ウ） 上記のほか、取締役会又は監査役会から諮問・委任のあった事項

【補充原則４－１１①　取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方、並びに取締役の選任に関する方
針・手続】

■バランス、多様性及び規模に関する考え方

１．取締役会は、専門知識や経験等のバックグラウンドが異なり、ジェンダーや国際性などを踏まえて、多様な取締役で構成します。員数は定款の
定めに従い、以下の観点から最も効果的・効率的に取締役会の機能が発揮できる適切な員数を維持します。

（１） 経営の意思決定及び監督を行うために十分な多様性を確保できること

（２） 取締役会において独立社外取締役による問題提起を含め、議論の活性化がはかれること

２．社外での豊富な経験や専門性を当社の経営に活かすとともに、取締役会の監督機能強化と経営の透明性向上をはかるため、原則として３分
の１以上（実態として過半数を目指す）を独立社外取締役とします。

■スキルマトリックス

　当社では、各取締役及び監査役の知識・経験・能力等を一覧化した「スキルマトリックス」を作成しており、「株主総会招集ご通知」及び以下の
ウェブサイトに掲載している統合報告書にて開示しております。

　（https://www.sugi-hd.co.jp/csr/report/index.html）

【補充原則４－１１②　取締役・監査役の他の上場会社の役員の兼任状況】

　取締役及び監査役の重要な兼職の状況につきましては、「株主総会招集ご通知」、有価証券報告書等で開示を行っております。

【補充原則４－１１③　取締役会全体の実効性について分析・評価した結果の概要】　

■取締役会の実効性評価　　

　当社では、取締役会の更なる実効性確保及び機能向上を目的に取締役会の実効性評価を実施しております。

　全取締役及び全監査役を対象に、取締役会の構成、取締役会の運営、取締役会の議題、取締役会を支える体制、経営戦略・課題など（資本コ
ストや株価を意識した経営、成長投資、M&Aガバナンス、キャピタル・アロケーションを含む）の実効性に関する自己評価アンケートを書面及びヒア
リングで実施します。

　その後アンケートの集計結果を踏まえ、取締役会において現状の評価結果及び課題を共有するとともに、今後の対応について建設的な議論を
行います。

■評価結果の概要

2026年2月期における実効性評価では、　取締役会における取締役・監査役の専門性は多様であり、それぞれの知見をもって建設的な議論がで
きていると評価されました。グループとしての年度政策や中期経営計画の策定に向けたモニタリング、及びM&Aや提携等の重要議案についても、
十分な議論が行われていると評価しています。

　なお、この調査において、より一層高い実効性を確保するために、経営上の機会・リスクに関する議論の更なる充実や、取締役及び取締役候補
者に対するトレーニングの充実並びに取締役会がモニタリングするうえでの情報共有の充実などについて建設的な意見も提出され、取締役会に
おいて現状の評価結果及び課題を共有するとともに、今後の対応について具体的かつ建設的な議論を行っています 。

■今後の取り組み

取締役会の議題をさらに精査し、①資本コストを上回るハードルレートに基づくROIC経営の進捗監督、②キャピタル・アロケーションの議論、③成
長を支えるM&Aガバナンス、④中期経営計画の進捗管理といった重要議案を一層充実させるとともに、ファイナンスに関する専門性を有する社外
取締役の知見を最大限活用できる設計とすることで、さらなる実効性の向上を図ります。

【補充原則４－１４②　取締役・監査役に対するトレーニングの方針】　　

　社外取締役及び社外監査役に対しては、経営理念、経営計画、事業内容、財務、組織等について共有する機会を継続的に設けます。

　取締役、監査役、主要事業子会社の取締役が新たに就任する際は、法律や財務、コーポレートガバナンス、リスクマネジメント等に関する研修を
行います。また、就任後は、それぞれの責務や能力、経験等に合わせたトレーニング機会の提供・斡旋やその費用の支援を継続して行います。

【原則５－１　株主との建設的な対話を促進するための体制整備・取り組みに関する方針】　　

　当社は、株主との建設的な対話を通じ、中長期的な企業価値向上をめざします。

１． 経営理念、経営戦略、財務戦略、経営計画、業績、サステナビリティに関する考え方などに対する理解を得るため、ＩＲ活動の充実に努めま

す。

２． 株主との建設的な対話を促進するため、株主との中長期的視点に立った対話機会の充実に努めます。



３．対話全般については、代表取締役社長が統括し、適宜担当部門等と協議の上進めるものとします。

４．株主との個別面談については、ＩＲ担当部門を窓口とし、株主の希望及び面談の目的等を踏まえて、合理的な範囲で適切に対応を行います。

なお、株主の希望があれば、社外取締役を含む取締役又は監査役が面談に臨むことも検討します。

5．株主との建設的な対話を促進するため、ＩＲ担当部門と関連部署は専門的見地に基づく意見交換や情報共有を定期的に行い、連携して対応を
行います。

6．株主との対話を通じて得た有用な意見・要望は、適宜取締役会等にフィードバックを行います。

7．株主構造については定期的に調査を行い、その結果を踏まえ、株主に合わせた適切な方法により、コミュニケーションの充実を図ります。

8．株主との対話にあたっては、法令及び関連規則等を遵守し、インサイダー情報を適切に管理します。

【原則５－２　資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】　

　■中長期的な経営の方向性・経営戦略

当社は、中期経営計画「成長3.0」のもと、ROE 15%以上を中長期目標として掲げ、ROEを構成する3要素から資本効率の向上を推進します。当期

純利益率は成長戦略の展開及びDX・AIによる生産性改善、総資産回転率は運転資本改善及びアセットライト戦略、財務レバレッジはデットキャパ
シティの戦略的活用により、それぞれ改善を進めます。これらをROIC基軸で統合管理し、取締役会はWACCを上回るハードルレートを設定の上、
投資の意思決定を行います。

■キャピタル・アロケーション

1．成長投資：戦略的M&A、出店投資、DX等の無形資産投資などの投資判断は、資本コストを上回るハードルレートに基づき、社内規程に従い取
締役会で決議します。

2．株主還元：持続的・安定的な配当に加え、将来キャッシュフロー予想、必要手元現金額及び成長投資への充当に関する分析を踏まえ、余剰資
本が発生した場合には自社株買い等を機動的に実施します。

■保有資産の見直し（アセットライト化）

1．手元現金：将来キャッシュフロー予想と必要手元現金額に関する分析を踏まえ、毎期取締役会で必要水準を議論・決定し、余剰部分は成長投
資もしくは株主還元に充当する方針です。

2．運転資本：棚卸資産回転率の向上及び支払サイト適正化を通じたキャッシュ・コンバージョン・サイクル（CCC）の短縮により、運転資本の効率化
を進めます。

3．有形固定資産：新店投資はエリア戦略の見直し及び出店精度の向上により新店の投下資本回転率を改善するとともに、既存資産は不動産の
流動化及び外部資本を活用した出店形態等により固定資産保有額を適正化します。

4．投資その他の資産：政策保有株式は、段階的売却を継続しており、現時点で市場流動性の低い1銘柄のみとなっています（売却継続中）（原則1
-4参照）。

■取締役会による監督

取締役会は、本原則の各取組みの進捗を毎期継続的にモニタリングします。具体的には、ROIC基軸の経営を支える観点から、ROICツリー及びR
OEを構成する3要素（当期純利益率・総資産回転率・財務レバレッジ）の改善進捗、主要KPIのマイルストーン、キャピタル・アロケーションの実行状
況、並びにM&A及びPMIの進捗について、取締役会で定期的に確認を行い、必要に応じて経営戦略及び経営資源の配分計画の見直しを促しま
す。あわせて、機関・各会議体及び委員会等の役割分担を明確化し、議題設計及び協議の質的向上を図ります。



２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社スギ商事 67,731,000 37.42

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 17,290,700 9.55

株式会社スギアセット 9,057,000 5.00

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 8,049,700 4.44

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５２２３ 5,280,876 2.91

ＣＥＰ ＬＵＸ－ＯＲＢＩＳ ＳＩＣＡＶ 4,037,771 2.23

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５１０３ 3,272,298 1.80

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５００１ 3,122,116 1.72

SMBC日興証券株式会社 2,801,292 1.54

Ｊ．Ｐ．　ＭＯＲＧＡＮ　ＢＡＮＫ　ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ　Ｓ．Ａ．　３８５５９８ 2,753,400 1.52

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

・当社は、自己株式を9,019,684株保有しておりますが、上記大株主の状況からは除外しております。

・割合は自己株式を控除して計算しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム、名古屋 プレミア

決算期 2 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高
1兆円以上

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

該当事項はありません。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 7 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

神野　重行 他の会社の出身者

内田　士郎 他の会社の出身者

高石　英明 他の会社の出身者

大浦　佳世理 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

神野　重行 ○ ―――

　神野氏は、長年にわたり、他企業において会
社経営に携わり、経営に関する豊富な経験と
知識に基づき、取締役会の審議において積極
的な発言・提言を行っております。また、指名・
報酬委員会の委員長を務めております。神野
氏には、企業経営、事業戦略、組織・人材マネ
ジメントについて大所高所の観点から、取締役
の職務執行に対する監督をいただけるものと
判断し、社外取締役に選任しております。

　なお、「上場管理等に関するガイドライン」に
規定する独立性基準、及び当社が定める当報
告書Ⅱの1【独立役員関係】に記載の「社外役
員独立性基準」を満たしていると判断し、独立
役員に指定しております。

内田　士郎 ○ ―――

　内田氏は、日米の公認会計士としての専門
的知見に加えて、経営戦略やDX推進における
豊富な経験と高い知見を活かし、国内外の大
手企業に対する経営指導を行うとともに、複数
の企業の経営を行ってまいりました。内田氏に
はDX、企業経営、財務・M＆A等について専門
的な観点から、取締役の職務執行に対する監
督をいただけるものと判断し、社外取締役に選
任しております。

　なお、「上場管理等に関するガイドライン」に
規定する独立性基準、及び当社が定める当報
告書Ⅱの1【独立役員関係】に記載の「社外役
員独立性基準」を満たしていると判断し、独立
役員に指定しております。

高石　英明 ○ ―――

　高石氏は、長年の大手総合商社での財務・
海外経験等により培われた事業投資、コーポ
レートファイナンス及び海外ビジネスに関する
豊富な経験と高い知見を有しており、また、国
内大手企業の社外取締役や社外監査役を歴
任されております。高石氏には海外戦略、資本
政策、財務戦略、リスクマネジメント、M＆A等に
ついて専門的な観点から、取締役の職務執行
に対する監督をいただけるものと判断し、社外
取締役に選任しております。

　なお、「上場管理等に関するガイドライン」に
規定する独立性基準、及び当社が定める当報
告書Ⅱの1【独立役員関係】に記載の「社外役
員独立性基準」を満たしていると判断し、独立
役員に指定しております。

大浦　佳世理 ○ ―――

　大浦氏は、国内外の大手製薬メーカーに従
事され、製薬業界における長年のグローバル
な活躍により培われた多様な戦略的視点及び
組織運営に関する豊富な経験と高い知見を有
しております。大浦氏には製薬領域と連携した
医療戦略、グローバルな組織運営、及び多様
性を尊重した企業経営について専門的な観点
から、取締役の職務執行に対する監督をいた
だけるものと判断し、社外取締役に選任してお
ります。

　なお、「上場管理等に関するガイドライン」に
規定する独立性基準、及び当社が定める当報
告書Ⅱの1【独立役員関係】に記載の「社外役
員独立性基準」を満たしていると判断し、独立
役員に指定しております。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 6 0 1 4 0 1
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 6 0 1 4 0 1
社外取
締役

補足説明

指名・報酬委員会は、取締役及び監査役の選定、並びに取締役及び監査役の報酬制度に関する審議プロセスの透明性と客観性を高めることを
目的として設置しております。

（１）指名・報酬委員会は、委員３名以上で組織し、原則として、その過半数を社外役員（社外取締役及び社外監査役）で構成します。

（２）指名・報酬委員会の委員は、取締役会の決議により選任します。

（３）指名・報酬委員会は、取締役会又は監査役会の諮問に基づき、グループ各社の取締役及び監査役の指名に関する次の事項を審議します。

　（ア）株主総会に提出する取締役及び監査役候補選任に関する事項

　（イ）取締役及び監査役候補選任に関する方針・基準に関する事項

　（ウ）上記のほか、取締役会又は監査役会から諮問のあった事項

（４）指名・報酬委員会は、取締役会又は監査役会の諮問に基づき、株主総会で決議された報酬制度及び報酬限度額の範囲内で、取締役及び監
査役の報酬に関する次の事項を審議します。

　（ア）取締役及び監査役の個別報酬に関する事項

　（イ）取締役及び監査役の報酬制度・水準の変更に関する事項

　（ウ）上記のほか、取締役会又は監査役会から諮問・委任のあった事項

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

会計監査人による定期的な監査の際に、監査役及び監査室は、会計監査人との会合を設け、監査の計画及び結果の報告並びに意見及び情報
の交換を実施しております。また、監査室による各部門の監査の都度、監査役は、監査室との会合を設け、監査の計画及び結果の報告並びに意
見及び情報の交換を実施しております。

なお、会計監査人には、有限責任監査法人トーマツを選任しております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名



会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

坂本　利彦 他の会社の出身者

志村　俊明 他の会社の出身者

中村　昌弘 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

坂本　利彦 ○ ―――

　坂本氏は、国内企業において会社経営に携
わり、経営に関する豊富な経験と知識を有して
おります。また、2012年5月から当社の監査役
に就任し、当社の事業内容にも精通しておりま
す。坂本氏の企業経営に関する高い見識及び
当社の経営全般に関する知見を活かして、客
観的な立場から当社経営を適切に監査いただ
けるものと判断し、社外監査役に選任しており
ます。

　なお、「上場管理等に関するガイドライン」に
規定する独立性基準、及び当社が定める当報
告書Ⅱの1【独立役員関係】に記載の「社外役
員独立性基準」を満たしていると判断し、独立
役員に指定しております。

志村　俊明 ○ ―――

　志村氏は、国内上場企業において要職を歴
任され、また、国内外企業での監査業務により
培われた豊富な経験と高い知見を有しておりま
す。志村氏には、当社の拡大事業であるDXや
海外事業等を含め、客観的な立場から当社経
営を適正に監査いただけるものと判断し、社外
監査役に選任しております。

　なお、「上場管理等に関するガイドライン」に
規定する独立性基準、及び当社が定める当報
告書Ⅱの1【独立役員関係】に記載の「社外役
員独立性基準」を満たしていると判断し、独立
役員に指定しております。



中村　昌弘 ○ ―――

　中村氏は、長年にわたり金融機関において要
職を歴任され、取締役頭取として組織経営を牽
引されるなど、財務・金融分野における豊富な
経験と高い知見を有しております。また、事務
システム部長としての経験や、他社における社
外監査役等の実績を通じて、システム管理や
コーポレートガバナンス、リスクマネジメントにも
精通されております。中村氏には財務・金融面
に関する高い知見を活かして、客観的な立場
から当社経営を適正に監査いただけるものと
判断し、社外監査役に選任しております。

　なお、「上場管理等に関するガイドライン」に
規定する独立性基準、及び当社が定める当報
告書Ⅱの1【独立役員関係】に記載の「社外役
員独立性基準」を満たしていると判断し、独立
役員に指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 7 名

その他独立役員に関する事項

　当社は、当社の適正なガバナンスにとって必要な客観性と透明性を確保するために、当社における社外役員（社外取締役及び社外監査役をい
い、その候補者を含む）の独立性基準を以下のとおり定め、社外役員が次の項目を全て満たす場合、当社にとって十分な独立性を有しているもの
とみなしております。

１．現に当社及び当社の関係会社（以下、併せて「当社グループ」という）の業務執行者（注１）ではなく、かつ就任前１０年以内に業務執行者であっ
たことがないこと。

２．当社グループを主要な取引先としている者（注２）、又はその業務執行者でないこと。

３．当社グループの主要な取引先（注３）、又はその業務執行者でないこと。

４．当社の議決権の１０％以上の議決権を直接又は間接的に保有している当社の大株主、又はその業務執行者でないこと。

５．当社グループが総議決権の１０％以上の議決権を直接又は間接的に保有している者の業務執行者でないこと。

６．当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産（注４）を得ているコンサルタン ト、公認会計士等の会計専門家及び弁護士等の

法律専門家でないこと。なお、これらの者が法人・組合等の団体である場合は当該団体に所属する者を含む。

７．当社グループから多額の金銭その他の財産（注４）による寄付を受けている者でないこと。

　なお、これらの者が法人・組合等の団体である場合は当該団体に所属する者を含む。

８．当社の会計監査人でないこと。なお、会計監査人が法人・組合等の団体である場合は当該団体に所属する者を含む。

９．過去５年間において、上記２～８までに該当していた者でないこと。

10．近親者（注５）が上記の２から８までのいずれか（６号及び８号を除き、重要な業務執行者（注６）に限る）に該当する者でないこと。

11．社外役員の相互就任関係（注７）となる他の会社の業務執行者でないこと。

（注釈）

注１：「業務執行者」とは、株式会社の業務執行取締役、執行役、執行役員、業務を執行する社員、会社以外の法人・団体の理事、その他これらに
類する役職の者及び会社を含む法人・団体の使用人等をいう。

注２：「当社グループを主要な取引先としている者」とは、次のいずれかに該当する者をいう。

　・当社グループに対して商品又はサービスを提供している取引先グループ（直接の取引先が属する連結グループに属する者をいう、以下同様と
する）であって、直前事業年度における当社への当該取引先グループの取引額が1,000万円以上でかつ当該取引先グループの連結売上高又は
総収入金額の2％を超える者。

　・当社グループが負債を負っている取引先グループであって、直前事業年度末における当社の当該取引先グループへの負債総額が1,000万円
以上でかつ当該取引先グループの当該事業年度末における連結総資産の2％を超える者。

注３：「当社グループの主要な取引先」とは、次のいずれかに該当する者をいう。

　・当社グループが商品又はサービスを提供している取引先グループであって、直前事業年度における当社の当該取引先グループへの取引額が
1,000万円以上でかつ当社の連結売上高の２％を超える者。

　・当社グループに対して負債を負っている取引先グループであって、直前事業年度末における当社グループへの当該取引先グループの負債総
額が1,000万円以上でかつ当社の当該事業年度末における連結総資産の2％を超える者。

　・当社グループが借入れをしている金融機関グループ（直接の借入先が属する連結グループに属する者をいう）であって、直前事業年度末にお
ける当社の当該金融機関グループからの借入金総額が当社の当該事業年度末における連結総資産の 2％を超える者。

注４：「多額の金銭その他の財産」とは、個人の場合は、その価額の総額が直前事業年度において1,000万円以上、法人・組合等の団体である場
合は、その価額の総額が当該団体の直前事業年度末における連結総資産の2％を超える者をいう。

注５：「近親者」とは、配偶者及び二親等内の親族をいう。

注６：「重要な業務執行者」とは、取締役、執行役、執行役員及び部長格以上の業務執行者又はそれらに準ずる権限を有する業務執行者をいう。

注７：「社外役員の相互就任関係」とは、当社の業務執行者が他の会社の社外役員であり、かつ、当該他の会社の業務執行者が当社の社外役員
である関係をいう。

【インセンティブ関係】



取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

事業年度ごとの会社業績にもとづく業績連動報酬及び譲渡制限付株式報酬を導入する形で、当社の企業価値の持続的な向上を図ることを目的
にインセンティブを付与しております。



ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

事業報告においては、対象員数、報酬区分ごとの金額、総額に関して、全取締役の合計値とともに社外取締役分を内数で記載しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

１．取締役の報酬は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、指名・報酬委員会が審議を行い、取締役会から委任を受けた代表取締役が
決定します。　

２．取締役の報酬は、業種を考慮し、適切な比較対象となる他社の報酬等の水準を参照しつつ、適正性を担保します。

３．取締役の報酬は、定額報酬のほかに、事業年度ごとの会社業績にもとづく業績連動報酬及び譲渡制限付株式報酬で構成することにより、当
社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして機能させます。ただし、社外取締役については、その役割と独立性の観点から定額報酬
のみとします。

４．監査役の報酬は、定額報酬のみとし、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、指名・報酬委員会が審議を行い、監査役会での協議に
より決定します。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役及び社外監査役が出席する取締役会その他の会合に先立ち、議題に関する情報を提供するとともに、必要に応じて補足説明を行っ
ております。その他適宜必要な情報を提供しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

杉浦　広一 顧問 業務全般に対する助言 【勤務形態】常勤、【報酬】有 2021/5/19 1年

杉浦　昭子 相談役 業務全般に対する助言 【勤務形態】常勤、【報酬】有 2018/5/17 1年

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 2 名

その他の事項

―――



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

業務執行は、業務分掌規程及び職務権限規程に基づき行っており、取締役会は適宜報告を受けるほか、必要に応じてこれらの規程を見直してお
ります。

監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、各種議事録、決裁書類その他重要な書類を閲覧するなどの方法により、取締役の業務
執行を監査し、その結果を監査役会に報告しております。

経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名に関する方針と手続は以下のとおりです。

＜方針＞

・当社の取締役・監査役は、優れた人格、見識、能力及び豊富な経験とともに、高い倫理観を有している者とします。さらに、当社の監査役のうち
最低１名は、財務・会計に関する適切な知見を有している者とします。

・当社の持続的な成長及び長期的な企業価値の向上に資する意思決定が行われるためには、取締役会・監査役会が知識、経験及び能力を全体
としてバランス良く備えて構成されるべきであるとの考え方に基づき、取締役・監査役の多様性及び適正規模に配慮して候補者を決定します。

＜手続＞

・当社の全ての取締役は、毎年、株主総会決議による選任の対象とします。

・新任取締役・監査役の候補者は、指名・報酬委員会における公正、透明かつ厳格な審査及び提案を受け、取締役会で決定します。

・経営陣幹部に解任すべき事由が生じた場合には、指名・報酬委員会における公正、透明かつ厳格な審査及び提案を受け、取締役会で決定しま
す。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は監査役設置会社でありますが、社外取締役４名、社外監査役３名を選任していること、取締役の任期が１年であること、任意に指名・報酬
委員会を設置していることなど、指名委員会等設置会社の要素を取り入れたコーポレート・ガバナンス体制となっております。監査役設置会社、指
名委員会等設置会社、あるいは監査等委員会設置会社にはそれぞれに利点があると認識しておりますが、現在のところ監査役設置会社が当社
に適しているものと判断しております。

社外取締役には、他の会社の出身者や専門家を選任することとしており、その経験、知識を生かした独立した立場からの提言、助言等により、適
正かつ妥当な意思決定に寄与しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 法定の期限より、１週間程度早期に発送する方針であります。

集中日を回避した株主総会の設定 集中日を極力回避して設定する方針であります。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットによる議決権行使を可能としております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

議決権電子行使プラットフォームに参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供
狭義の招集通知及び株主総会参考書類の参考英訳を作成し、東京証券取引所及び当社
ウェブサイトに掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

決算説明会を年間２回程度開催しております。 あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催 金融機関主催のカンファレンスに年１～２回参加しております。 あり

IR資料のホームページ掲載 決算情報を始めとするリリース内容を随時掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 株主との建設的な対話を促進するため、ＩＲ担当部門を設置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明



社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　国際的な人権課題への意識の高まりと企業の社会的責任を踏まえ、当社グループでは
以下の「スギ薬局グループ人権方針」を策定し、サプライチェーンにおいて当社グループが
責任を果たしていくべく体制整備を開始しました。

【スギ薬局グループ 人権方針】

　スギ薬局グループは、地域の皆様に対して、健康で豊かな生活を支え、笑顔あふれる社
会への貢献を目指し、企業活動を行っています。

スギ薬局グループは、「まごころを込めて親切に応対し、地域社会に貢献します。」「社員一
人ひとりの幸福、お客様一人ひとりの幸福、そして、あらゆる人々の幸福を願い、笑顔を増
やします。」という経営理念を実践すべく、この人権方針（以下「本方針」といいます。）を策
定し、取り組みを進めます。

1 国際規範の支持と人権の尊重

　スギ薬局グループは、「国際人権章典」や労働における基本的原則及び権利に関する国
際労働機関（ILO）宣言に規定されている人権を理解し、国連で採択された「ビジネスと人権
に関する指導原則」を始めとする国際規範を支持し、これらの国際規範に従って人権尊重
への取り組みを実施します。また、スギ薬局グループは、事業活動を行う国や地域の法令
を遵守します。国際的に認められた人権と事業活動を行う国や地域の法令に矛盾がある
場合は、国際的に認められた人権の原則を最大限尊重するための方法を追求します。

２ ガバナンス・推進体制

　スギ薬局グループは、代表取締役社長の諮問機関であるサステナビリティ委員会にて、
人権尊重の取り組みを進めます。

３ 人権デュー・ディリジェンスの実施

　スギ薬局グループは、国連により承認された「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づ
き、人権への悪影響を特定し、予防し、軽減し、対処方法を説明するために、人権デュー・
ディリジェンスを実施します。

４ ステークホルダーとのエンゲージメント

　スギ薬局グループは、人権への影響を受けるステークホルダーの視点を踏まえて人権課
題に取り組むために、関連するステークホルダーと継続的に対話を図り、人権課題の理解
や改善・解決に努めます。

５ 通報窓口・苦情処理（人権侵害に対する救済メカニズムの構築）

　スギ薬局グループは、組織的又は個人的な法令違反行為や不正行為などの抑制と是正
を図ることを目的に、内部通報制度を構築し、社内規定に基づいて運用します。内部通報
の窓口としてコンプライアンス相談窓口をグループ内及び社外の弁護士事務所に設置し、
社員が匿名でも相談できる体制を整備するとともに、通報者への不利益な取扱いを禁止し
ます。また、外部のステークホルダーとの関係でもお客様相談窓口の設置により、適切な
救済へのアクセスを確保し、あらゆるステークホルダーに対して人権侵害に対する救済メカ
ニズムを構築します。

６ 教育・啓発

　スギ薬局グループは、全社員に対して本方針の実施に必要な教育・啓発を実施します。

７ モニタリング・情報開示

　スギ薬局グループは、人権課題への取り組みを継続的にモニタリングし、必要に応じて是
正していきます。また、人権課題への取り組みについて社内外へ定期的に情報開示を実
施します。

８ 社内外の専門家との協力

　スギ薬局グループは、人権デュー・ディリジェンスの実施、救済メカニズムの構築、その他
本方針の実施において、社内外の専門家と協力し、専門的知見を踏まえてこれを行いま
す。

９ 人権課題への取り組み

　スギ薬局グループは、以下の課題に対して重点的に取り組みます。

1)適切な賃金の確保

　　法定最低賃金を遵守し、不当な賃金の減額は行いません。

2)適切な労働時間の管理

　　労働時間や休憩時間を適切に管理し、残業を前提としない勤務体制に取り組みます。

3)安全で衛生的かつ健康的な労働環境の提供

　　社員が安全で働き甲斐のある職場で活躍できるよう、衛生的かつ健康的な労働環境の
提供に努めます。

4)社会保障を受ける権利の尊重

　　健康保険や年金、社会福祉制度などの仕組みによる社会保障を受ける権利を尊重しま
す。

5)非人道的な扱いの禁止

　　職場において、相手に精神的苦痛や不快な思いを与え、また職場環境に悪影響を及ぼ
すハラスメント行為（セクシュアルハラスメント・パワーハラスメント・マタニティハラスメント・
モラルハラスメントなど）を含め非人道的な扱いを一切行わず、このような扱いを許しませ
ん。

6)強制労働及び人身取引の禁止

　　強制労働や人身取引を禁止します。

7)児童労働の禁止

　　法定の最低就業年齢に満たない者を雇用しません。

8)結社の自由の尊重

　　社員の結社の自由を侵害しません。

9)外国人労働者の差別の禁止

　　外国人であることを理由とした賃金、労働時間その他の労働条件における差別を禁止
します。

10)テクノロジー・AI に関する名誉棄損・プライバシーの侵害の防止



　　インターネットや ICT、AI の普及に伴う人々の名誉棄損・プライバシー侵害や差別を防

止します。

11)プライバシー及び個人情報の保護

　　私生活、家族、住居、又は通信に対して恣意的、不当、又は違法に干渉したり、私生活
上の事実情報、非公知情報、又は一般人なら公表を望まない情報を公開したりしません。
特に個人情報について、本人の了承を得ずに、取得、保管、公開又は第三者への提供を
行いません。

12)商品・サービスの品質・安全性の確保及び消費者の安全と知る権利

　　商品・サービスの品質及び安全性を高め、真にお客様に満足されるよう、事故の防止に
努めます。

　　万が一、商品・サービスに関して事故や問題が生じた場合には、事の大小にかかわら
ず正確に事実を把握し、敏速に対応します。また、製品表示等における不当表示を許容せ
ず、消費者の知る権利を尊重します。

13)差別の禁止

　　人種、性、宗教、信条、国籍、身体、病気、学歴、年齢その他の非合理的な理由による
差別は、いかなる場合であっても、これを一切行わず、このような差別を許しません。

14)ジェンダーに関する差別の禁止

　　LGBT など、性的指向や性自認におけるマイノリティ当事者への差別を禁止します。

15)表現の自由の尊重

　　外部から干渉されることなく意見を持ち、求め、受け取り、伝える権利を侵害しません。

16)先住民族、地域住民の権利の尊重

　　事業活動において、先住民族や地域住民の人権を侵害しません。

17)環境及び気候変動への配慮

　　事業活動において、環境を破壊したり、大気・土壌の汚染や水質の汚濁を引き起こした
りすることのないよう、環境及び気候変動に配慮します。

18)知的財産権の尊重

　　個人や企業に属する知的財産権を侵害しません。

19)賄賂・腐敗の禁止

　　事業活動において、不正、違法若しくは背任にあたるような行為を引き出す誘因として、
贈与、融資、謝礼、報酬その他の利益を供与若しくは受領すること又は受託した権力を個
人の利益のために用いることを禁止します。

20)サプライチェーン上の人権の尊重

　　企業のサプライチェーン上で発生する全ての人権侵害を許容せず、その防止に努めま
す。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

地球環境への貢献

１．脱炭素社会の実現

（１）再生可能エネルギーへのシフト

　　再生可能エネルギーへの転換を実施すべく、店舗において、太陽光パネルによる発電
システムの導入を推進していきます。オンサイト型コーポレートPPA（第三者所有型）の活
用を通じて再生可能エネルギーの導入を計画し、順次導入を開始しています。2030年CO2
削減目標を達成すべく、オンサイト型だけではなく、オフサイト型PPA、自己託送型の活用
にも積極的に取り組んでいます。

（２）化石燃料の消費削減

　　社有車における化石燃料の消費削減につなげるべく、EV（電気自動車）の導入を開始
しました。今後もハイブリット車だけではなく、EVの導入を拡大してまいります。また、急ブ
レーキや急発進など車の運転状況をチェックする仕組みを導入しており、安全性確保と化
石燃料の消費削減の両立を図ってまいります。

（３）省エネ設備の導入・使用電力の削減（省エネ）

　　店舗や本社、各事務所の温度のきめ細かい管理、空調の定期清掃を実施し、使用電
力の削減に努めています。また、2013年度から全店舗LED化に向けて取り組みを進めてい
ますが、老朽化したLED設備を順次入れ替えすることにより、さらなる電力消費量の削減、
CO2排出量の削減につなげてまいります。

（４）「ホワイト物流」推進運動の自主行動宣言を提出

　　国土交通省、経済産業省、農林水産省が提唱する「ホワイト物流」推進運動の趣旨に
賛同し、持続可能な物流の実現に向け、2021年8月1日に自主行動宣言を提出しました。

２．循環型社会の実現

（１）プラスチックに対する資源循環の取り組み

　■ペットボトルの「ボトルtoボトル」水平リサイクルを実施

　　当社グループは、サプライチェーン企業の皆様と協同し、使用済みペットボトルを回収し
てペットボトルに再生する「ボトルtoボトル」水平リサイクルの取り組みを実施しています。2
023年度よりペットボトル回収拠点としての役割を担い始め、2026年2月末時点で累計211
店舗に展開しました。今後も全店導入に向け、順次拡大を進めていきます。

　■「おくすりシート リサイクルプログラム」実証実験への参画

　第一三共ヘルスケア株式会社が主催し、テラサイクルジャパン合同会社と共同で横浜市
にて開始した、日本初となる使用済み「おくすりシート」（PTPシート）の生活者参加型リサイ
クルプログラムの実証実験に、当社グループの横浜市5店舗が回収拠点として参画してい
ます。

（２）プラスチックの削減

　　レジ袋有料化への取り組みを継続しており、レジ袋の使用量の削減を目指しています。

（３）衣料品、繊維用品に対する資源循環の取り組み強化

　■使用済みユニフォームを店舗什器に再生

　　当社グループは、廃棄衣料品を原料としたサステナブルなボードであるPANEKO＠を導
入しました。店舗従業員の使用済みユニフォームを回収し、それをPANEKO＠にし、店舗什
器に再生しています。

　■繊維、衣料品の回収拠点としての役割

　　愛知県岡崎市の株式会社鈴六様と連携し、岡崎市のスギ薬局店舗で衣料品の回収を
実施しております。

（４）食品に対する資源循環の取り組み強化（フードロス削減）

　■てまえどり運動

　　関連省庁、JACDS加盟企業と共に、『てまえどり』の取り組みを実施しています。

　　この取り組みでは、すぐに召し上がる予定で食品をご購入されるお客様に対し、手前に
置いてある商品から選んでご購入いただくことを促すことによって、食品ロスの削減を目指
しています。

　　併せて、食品見切り基準変更による売り切り促進、パンの在庫基準見直しによる過剰
在庫の低減、食品自動発注の導入による在庫数の適正化促進を通じて、食品廃棄率の低
減に向けた取り組みを促進します。

　■期限間近食品に対する売り切り強化

　■フードバンクへの寄贈

　　安全に食べられるにも関わらず、期限切迫や包装の破損などの理由で、販売できない
食品をフードバンクに寄贈する活動を開始しました。必要としている施設や団体、困窮世帯
に無償で提供されることで、社会課題を解決しつつ、食品ロス、廃棄の削減にもつなげてい
きます。

　■フードドライブの実施

　　行政と連携して行う様々なイベントにおいて、フードドライブを実施しました。また、中部
本社でもフードドライブの取り組みを実施しています。今後は、イベントだけではなく、店舗
においても実施し、地域の皆様と協力して課題対応できるよう活動を広げていきます。

　　※フードドライブとは：家庭等で余っている食べ物を持ち寄り、それらを取りまとめて地域
の福祉団体や施設、フードバンクなどに寄付する活動です。

（５）給水ステーション設置で海洋プラスチックゴミ削減へ

　　TEAM EXPO2025（大阪・関西万博）において共創パートナー企業が行う、「ステハジ」プ

ロジェクト「みんなで拡げる給水スポット」 チャレンジに賛同し、共創メンバーにも参画してい

ます。給水ステーションの設置を通じて、プラスチックペットボトルの削減、海洋プラスチック
ごみの削減への貢献を目指します。

なお、それぞれの取組みの詳細等につきましては、以下のウェブサイトに掲載する統合報
告書にて開示しております。



　（https://www.sugi-hd.co.jp/csr/report/index.html）

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　当社は、公正かつ透明性の高い経営の実現に向け、サステナビリティ委員会内に開示委
員会を設置し、法令及び関連規則等を遵守した上で、適時適切に情報開示を行います。

１．株主をはじめとするステークホルダーが当社への理解を深めるために有益な情報につ
いては、財務情報・非財務情報にかかわらず、積極的に開示を行います。

２．開示にあたっては、株主をはじめとするステークホルダーがアクセスしやすい方法で行
います。

３．特に海外投資家への情報開示の観点から、会社概要、経営戦略、中期経営計画、予
算、業績推移、株主総会の招集通知、コーポレートガバナンスに関する基本方針及びＥＳ
Ｇ等に関する英文資料を作成し、当社ホームページに公表します。

その他 女性の役員選任状況は、取締役７名のうち１名、監査役４名のうち１名であります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

次のとおり「スギ薬局グループ 内部統制システムの基本方針」を定め、実践しております。

スギ薬局グループ　内部統制システムの基本方針

　当社及び当社子会社（以下「スギ薬局グループ」という。）は、「私たちは、まごころを込めて親切に応対し、地域社会に貢献します。」「私たちは、
社員一人ひとりの幸福(しあわせ)、お客様一人ひとりの幸福(しあわせ)、そして、あらゆる人々の幸福(しあわせ)を願い、笑顔を増やします。」という
経営理念を掲げ、その実践を通して広く地域社会へ貢献することを基本理念としております。また、当社は、コーポレートガバナンスの基本的な考
え方として、経営理念に基づき、社会から預かった人財、商品、店舗、資金、情報などの、資産・資源を有効に活用し、社会に利益を還元し続け、
社会に貢献する必要があると考えています。そのために、コーポレートガバナンスの強化を経営の最重要課題の一つとして位置づけ、上場企業と
して健全で透明性が高く、全てのステークホルダーに対して正確な情報開示を行い、収益力のある効率的な経営を推進することを目的として、基
本方針を定めています。

　スギ薬局グループは、この基本理念のもと、コーポレートガバナンス及び財務報告の信頼性の充実・強化のため、次のとおり内部統制システム
の基本方針を定めます。

　スギ薬局グループは、この基本方針に基づく内部統制システムの整備状況を絶えず評価し、必要な改善措置を講ずるほか、この基本方針につ
いても、経営環境の変化等に対応して不断の見直しを行い、一層実効性のある内部統制システムの整備に努めてまいります。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)スギ薬局グループは、業務に従事するすべての役員及び社員（アルバイト、パートタイマー、契約社員、派遣社員、出向社員を含む。以下同
じ。）の行動規範として「コンプライアンスマニュアル」を制定し、また、「コンプライアンス・災害対策ポケットBOOK」を携帯することにより、各自がそ
の業務執行にあたりこれを遵守するよう指導・徹底します。

(2)取締役会は、健全で透明性が高く効率的な経営を推進するために、コンプライアンスの遵守、財務報告の適正性、リスク管理などに関して、グ
ループ経営という視点で内部統制システムが有効に機能するよう体制を整備し、取締役会の指示のもと、内部統制・内部監査部門を活用しつつ、
その運用状況についての監督を行います。内部統制の精度を高めるために、グループ各社の業務内容、想定されるリスクとその対応策の文書
化・モニタリングなどを通じて、経営上のリスクの最小化を推進します。

(3)当社は、経営上の重要案件の適切な審議やグループ各社の業務の適正性、有効性及び効率性を確保し、持続可能な企業価値向上を目的
に、代表取締役社長の諮問機関として各委員会を設置しており、グループ全体を通じた戦略及び取り組みを検討し、代表取締役社長に報告、提
言を行っております。更に、定期的に重要事項を取締役会に報告、提案を実施しております。主な委員会及び機能は次のとおりです。

①サステナビリティ委員会

スギ薬局グループ全体の事業活動を通じた社会・経済の持続的な発展、及び社会との共通価値の創造に関する事項を審議する事を目的として

おります。

②情報セキュリティ委員会

スギ薬局グループ全体の情報セキュリティ対策について、継続的に強化・改善するための事項を審議するとともに、情報セキュリティに関する啓発
と教育を行う事を目的としております。

③リスク委員会

スギ薬局グループ全体の国内外におけるさまざまなリスクに関する事項を審議するとともに、リスク管理の進捗と対策の有効性を検証し、リスク管
理の実行性を高める事を目的としております。

④開示委員会

スギ薬局グループ全体の法定・適時・任意開示や非財務情報を含む報告書等の透明性・適時性・公正性を確保し、各報告書の整合性を審議する
事を目的としております

⑤投融資委員会

スギ薬局グループ職務権限規程に定める一定額以上のＭ＆Ａ・出資・子会社・合弁会社設立等及びこれらに関する資金融資等に関連する事項等
について審議する事を目的としております。

⑥安全衛生委員会

スギ薬局グループ全体の労働災害の未然防止、社員の安全と健康確保、快適な職場環境の形成に関する事項を審議するとともに、安全衛生に
関する啓発と教育を行う事を目的としております。

(4)スギ薬局グループは、組織的又は個人的な法令違反行為や不正行為などの抑制と是正を図ることを目的に、職場の悩み・何でも相談ダイヤル
（旧コンプライアンス相談窓口）を設置し、従業員が匿名でも相談できる体制を整えています。内部通報制度は、社内諸規程に基づいて運用し、通
報窓口をグループ内及び社外の弁護士事務所に設けるとともに、スギ薬局グループ公益通報規程に基づき、当該相談・通報を行ったことを理由と
して、通報者に対し不利益な取り扱いを行わないものとします。

(5)監査室は、スギ薬局グループ内部監査規程に基づき、独立的な立場から各部署の職務遂行状況についての監査を実施します。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程等の社内諸規程に基づきその保存媒体に応じて適切かつ確実に検索性の高い状態
で保存・管理します。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)リスク委員会にて、事業戦略、自然災害・感染症など、企業運営に関する重大なリスクを評価・特定し、事前に対策を講じることで、リスクの顕在
化を防止します。

(2)危機発生時においては、代表取締役社長を本部長とする「緊急対策本部」を設置し、迅速、かつ適切に対応できる体制を整え、損害等の拡大を
防止し損害等の極小化を図ります。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)持株会社及び事業子会社の機能に沿った分権により、意思決定の迅速化を図るとともに、事業計画等において経営目標を明確にし、適宜その
達成状況を検証し、必要に応じて対策を講じます。

(2)業務分掌規程、職務権限規程において、それぞれの業務執行における責任者及びその責任、手続の詳細について定めます。

５．会社ならびにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1)子会社の経営管理は、当該企業の自主性を尊重しつつも、スギ薬局グループ・グループ会社管理規程に基づき、当社に対する事業内容の定
期的な報告と重要案件の協議・決裁を通じて行います。



(2)監査室は、スギ薬局グループの業務の適正性のモニタリングを行います。

６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役と協議のうえ、必要に応じて監査役の職務を補助する使用人を配置することとします。なお、当該使用人の任命、異動等人事権に係る事
項の決定については、監査役の事前の同意を得ることとします。また、当該使用人は、監査役の指揮命令に従い、その独立性が確保されるものと
します。

７．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

(1)スギ薬局グループの役員及び社員は、必要と判断したときは、重要な業務執行に関し、監査役に対して報告を行うとともに、必要に応じて稟議
書その他業務遂行に関する帳簿・書類等の提出や、状況説明を行うものとします。

　なお、監査役への報告を行ったことを理由として、当該役員又は社員に対し不利益な取り扱いを行わないものとします。

(2)監査室は、監査役と密接な連携を保ち、コンプライアンス及びリスク管理の状況について適宜報告を行います。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)監査役が、必要に応じ顧問弁護士等外部専門家と連携を図る機会を確保することとします。

(2)取締役は、監査役と随時に意見交換し、監査の実効性確保に努めるものとします。

(3)監査役は、月１回監査役会を開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、監査実施状況等について情報交換及び協議を行うとともに、会計監
査人から定期的に会計監査に関する報告を受け、意見交換を行います。

９．財務報告の信頼性を確保するための体制

　監査室は、財務報告に係る内部統制の仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正があればこれを勧告します。

10．反社会的勢力排除に向けた体制

　反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、一切の関係を持たず、不当・不法な要求は排除します。また、必要に応じ外部の専門機関とも
連携を取り対応します。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

上記「１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」に記載の「スギ薬局グループ 内部統制システムの基本方針」の中の「10

．反社会的勢力排除に向けた体制」に記載のとおりであります。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

該当事項はありません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示体制の概要

１．情報開示の基本方針

当社は、金融商品市場を構成する一員として、会社情報の開示の充実を図ることにより透明性を確保することが求められていることを認識し、株
主・投資者の皆様の投資判断に影響を与える決定事実、発生事実、決算情報等が発生した場合、金融商品取引法及び証券取引所が定める適時
開示規則等に基づく情報開示を行っております。

また、適時開示規則等に該当しない情報であっても、株主・投資者の皆様に有用と判断される情報については、迅速かつ積極的な情報開示に努
めております。

２．会社情報の適時開示に係る社内体制

当社は、重要な会社情報を大きく５つ（(1) 決定事実に関する情報、(2) 発生事実に関する情報、(3)決算等に関する情報、(4) (1)から(3)以外の情

報、(5)緊急に開示を必要とする情報）に分類して、別紙のとおり適時開示に係る社内体制を整備しております。

３．適時開示の方法

適時開示が必要な場合は、決定・発生後遅滞なく、適時開示情報伝達システム（ＴＤｎｅｔ）により公表しております。なお、ＴＤｎｅｔによって公表した
情報は、当社ホームページに速やかに掲載することとしております。

４．適時開示体制のモニタリング

当社の適時開示に係る社内体制が適切に機能しているかどうかを確認するため、監査室による内部監査に加え、監査役による監査を実施してお
ります。

（注）上記「２．会社情報の適時開示に係る社内体制」中の「(5) 緊急に開示を必要とする情報」は、株主・投資者の判断に影響を与えるような重要

事実の漏洩、風説等の流布があった際に、事実の有無、当社の見解につき速やかに公表する場合を想定しております。




